
 
第３回 高梁地域合併協議会 

 

会 議 資 料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日時：平成１５年７月１８日（金）午後２時 

場所：高梁国際ホテル｢クリスタルホール｣ 

 

 
 



高梁地域合併協議会（第３回） 次第 

                                      

と き  平成１５年７月１８日（金） 

                            午後２時～ 

                     ところ  高梁国際ホテル 

１．開  会 

 

 

２．あいさつ 

 

 

 

３．議  事 

 (1) 議事録署名委員の指名 

 

 

(2) 報告事項 

報告第 10 号 高梁地域合併協議会小委員会役員について 

   報告第 11 号 提案はがきの紹介について 

 

 

(3) 協議事項 

   協議第 15 号 条例・規則等の取扱いについて 

   協議第 16 号 電算システムの取扱いについて 

   協議第 17 号 慣行の取扱いについて 

   協議第 18 号 公営住宅の取扱いについて 

   協議第 19 号 病院・診療所の取扱いについて 

   協議第 20 号 学校教育関係の取扱いについて 

 

 

 ＜確認項目＞ 

  協議第 11 号の２ 財産の取扱いについて 

 

       

４．その他 

 

 

 

 

５．閉  会 

 



報告第 10号 

 

高梁地域合併協議会小委員会役員について 

 

平成１５年６月 20日（金）に開催された第１回高梁地域合併協議会小委員会

（新市の名称及び事務所の位置検討小委員会、議会の議員等の定数及び任期検

討小委員会、事務組織及び機構検討小委員会）において、次のとおり役員が選

出されたので報告する。 

 

記 

小委員会名 委  員  長 副 委 員 長 

新市の名称及び事務所の

位置検討小委員会 
高梁市 
推 薦 石 井    保 有漢町 

推 薦 和 田  直 樹 

議会の議員等の定数及び

任期検討小委員会 
協議会 
選 任 片 山  邦 宏 川上町

推 薦 川 上  璋 人 

事務組織及び機構検討

小委員会 高梁市長 立 木  大 夫 有漢町
議会議長 山 縣  喜 義 

 

 

  平成１５年７月１８日提出 

 
                 高梁地域合併協議会 
                  会 長 高梁市長 立 木  大 夫 
 
 



報告第 11号 

 

提案はがきの紹介について 

 

高梁地域合併協議会広報（創刊号）で募集を行った「意見・提案」募集はが

きについて、６月３０日現在で次のとおり提案等があったので報告する。 

 

 

  平成１５年７月１８日提出 

 
                 高梁地域合併協議会 
                  会 長 高梁市長 立 木  大 夫 
 



       ご意見・提案について 
※記事内容は原文のままを転載。                  平成１5年 6 月 30 日現在 

受付年月日 市町名 
男

女 

年

齢 
記 事 内 容 

1 

 

H15. 6.23 高梁市 男 75 

 

○新市名について 

 現在の市名は、県下三大河川の高梁川からとったものですか

ら、新市名は是非とも｢高梁｣を残してほしい。 

某県の新市名に川の名前をとっているところがあるくらいで

すから、高梁川の高梁をとった地名は何にもかえがたいものが

あると思います。 

２ H15. 6.23 高梁市 男 75 

 

○市史の編纂について 

 現在の市史は、議長などの就退任年月など１頁に何か所もの

誤りがあるほか、誤植も多いし、民俗編の記述がうすいと思わ

れます。合併後は成羽町他の町史と比較されることになるので、

合併の記念事業の一つとして年次計画として新市史の編纂に取

り組まれることを望みます。 

３ H15. 6.23 高梁市 男 75 

 

○分町合併について 

 地勢的理由、経済的つながり、農協の合併等の理由から、賀

陽町、北房町から分町合併の動きが出た場合は適切な措置を望

みます。 

○地区の特色ある催しを残すことについて 

成羽の花火、川上町の漫画、宇治の田植、松山踊りなど特色

のあるものは存続発展を。 

４ H15. 6.23 高梁市 男 78 

 

合併の市の基本的内容について 

 高梁地域１市４町の合併が決定し本格的に新市建設計画が策

定されます。そこで市民として市独自と新市になった場合の

行・財政及び市民におよぶ影響利害等について教えてください。

当初は１市６町について説明されていたが今度は最終決定であ

るのでおよその見込、予想がつくと思います。 

住民アンケートに当っても判断資料更には市民として情報を

知ることも必要と思います。公開できる内容で結構です。 

５ H15. 6.23 

 

有漢町 男 66 

 

◎新市の名称について 

対等合併であるので原則として新市の名称は広く公募された

い。 

◎伝統的行事等の継承について 

 従来より旧市町で行っていた行事イベントを継承し実施の方

向で検討されたい。 

 



受付年月日 市町名 
男

女 

年

齢 
記 事 内 容 

     ◎高齢化地域なので高齢者が安心して暮らせるような施策を検

討されたい。 

◎従来の窓口業務が不便のないよう(旧各市町で対応)検討され

たい。 

◎社会福祉施策の充実を図られたい。 

 (補助金、助成金)を減額しないように・・・・・ 

                       以 上 

６ 

 

H15. 6.23 成羽町 男 77 

 

従来の合併は、とかく中央集権的であった。役割分担方式で、

従来努力した特色を生かし、住民サービスを平均化せず、支所

に予算執行の権限をある程度持たせるようにされたい。 

７ 

 

H15. 6.25 高梁市 男 77 

 

 

新市の名称については、対等とか吸収とかというイメージで

なく、地図の上に将来とも残るであろう高梁川という川の中流

にある市（まち）という意味からも高梁市を新市名とするのが

妥当と思うし、他の町からも理解が得られるのではなかろうか。 

備北とか、備中とかも考えられようが、もし、新見市（新）

との大合併の機には「備北市」としてもよいと思うので、これ

は将来のために残しておきたい。もし高梁市に拒否反応が強け

れば「備中松山市」も一案ではある。 

現町名や大学は、新市の土地表示としてそのまま継続してゆ

けばよろしいと思います。 

８ 

 

H15. 6.25 高梁市 男 77 

 

 

新市の市役所の位置については、高梁町民は現位置を動かし

たくない意向が強い模様だが、これは尻の穴の小さい連中の考

えること。駐車場も充分な広さを確保でき、現市街地との距離

等を考える場合、近似の南部（川下の方）で振興局と桔梗河原

の間にするのが良いのではなかろうかと思う。その場合現在す

でに計画のある落合橋の架け替え工事と一体的にして、落合橋

の位置も考えるのがよろしいのではと思います。 

まさか、山を削って均して、というようなことを考える者は

いないでしょうからネ。 

９ 

 

H15. 6.25 高梁市 

 

 

 

男 

 

 

 

 

 

77 

 

 

 

 

 

 

町立成羽病院の取扱いについては、新市営業体として引継ぐ

ことは色々と問題が大きすぎる（１例として公務員型人件費の

こと）ので、合併前に、第３セクター化して新市西部の基幹病

院として、医療法人化するのが良いと思います。 

３セク加入者は、新市と、新市区域内の医師会が合同して経

営主体となり、医師や技術者は交流できたり、或いは県内の基

幹大病院との派遣医師の受入れなどによって、高度医療の可能 

 



受付年月日 市町名 
男

女 

年

齢 
記 事 内 容 

     な施設となるように配意することがよいと思われます。成羽病

院には伝統的な良さ(長所)もあるので、それが助長できるよう

な方策を考案すべきでしょう。 

10 

 

H15. 6.26 

 

成羽町 

 

 

 

男 

 

 

 

 

 

57 

 

 

 

 

 

 質問です。議員の在任特例があるのは何の為ですか？どういっ

た経緯があっての特例なのか教えて欲しいです。何の為の合併

か、目的に反しているように受け取れます。もっと真剣に合併

を推進してきた首長や助役は合併と同時にお役御面になるの

に、議員だけが２年間最長残れるというのは住民の反発を買う

ものと思われます。いわいる小選挙区としても出来る条項も「議

員のため」のような気がします。 

11 H15. 6.26 

 

成羽町 

 

 

 

男 

 

 

 

 

 

66 

 

 

 

 

 

 

まず第１に合併に対し現在では反対である。 

理由 

合併に対するプロセスがない。住民に対し情報の開示又、特

例債に対し将来の返済に対し景気低迷による財政の負担が明ら

かでない。 

成羽町としては合併による庁舎がなくなる事、成羽高校が廃

校になりいっそうの過疎化が進む事になると思われる。 

 



協議第 15号 
 
 

条例、規則等の取扱いについて 

 
 合併協定項目(13)  条例、規則等の取扱いについて、次のとおり提案する。 
 
 
  平成１５年７月１８日提出 
 
 

       高梁地域合併協議会 
               会 長 高梁市長 立 木 大 夫 

 
 

協議項目 条例、規則等の取扱いについて 

調整内容 

 
 1市 4町の条例、規則等（例規）は、原則、すべて新市に引き
継ぐこととする。例外として、例規は存在しても実体的には既に

実行されていない例規は廃止する。 
(１) １市４町に共通し、内容に差異のないものについては、現
行の例規をもとに新市において制定する。 

(２) １市４町で内容に差異があるもの、又は、一部の市町のみ
で制定しているものについては、事務事業の調整にあわせ、合

併時までに調整し、新市において制定する。 
 

 
 
  平成１５年  月  日確認 
 

       高梁地域合併協議会 
 
 



 
協議第１５号 条例、規則等の取扱いについて 
 
【提案理由】 
 この条例・規則等は、新市においての事務事業の執行に支障が生じないようにする必要

があるため提案する。 
 

○協議の経過は次のとおりです。 

 内       容 

任意協議会

での研究結

果 

  

未 協 議 

 
 
 

専門部会、

幹事会等に

おける協議

のポイント 
 
 
 

 

 
＜検討事項＞ 
 
原則として、事務事業調整との整合性を図り、すべての条例等は新市に引

き継ぐが、事務レベルでの調整・整理が必要なものについては、事務的に整

理し、支障が生じないように首長で最終調整を行う。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



　（13）　条例、規則等の取扱い

　　１市４町の条例、規則等（例規）は、原則、すべて新市に引き継ぐこととする。例外として、例規は存在しても実体的には既に実行されて

　いない例規は廃止する。

　　(1)　１市４町に共通し、内容に差異のないものについては、現行の例規をもとに新市において制定する。

　　(2)　１市４町で内容に差異があるもの、又は、一部の市町のみで制定しているものについては、事務事業の調整にあわせ、合併時までに

　　　　調整し、新市において制定する。

１．各市町の現況

　　 条　　　例

規　　　則

その他（規程・要綱等）

合　　計

　第１編　総規 　第１類　通規 　第１編　総規 　第１編　総規 　第１編　総規

　第２編　議会 　第２類　議会・監査 　第２編　議会 　第２編　議会 　第２編　議会

　　　　　・選挙

　第３編　執行機関 　第３類　職制・処務 　第３編　執行機関 　第３編　執行機関 　第３編　執行機関

　第４編　人事 　第４類　人事 　第４編　人事 　第４編　人事 　第４編　人事

　第５編　給与 　第５類　給与 　第５編　給与 　第５編　給与 　第５編　給与

　第６編　財務 　第６類　財務 　第６編　財務 　第６編　財務 　第６編　財務

　第７編　教育 　第７類　民生 　第７編　教育 　第７編　通達関係 　第７編　教育

　第８編　民生 　第８類　産業 　第８編　厚生 　第８編　事務組合 　第８編　厚生

　　　　　・その他 　　　　　

　第９編　産業経済 　第９類　建設 　第９編　産業経済 　第９編　教育 　第９編　産業経済

　第10編　建設 　第10類　教育 　第10編　建設 　第10編　厚生 　第10編　建設

　第11編　公営企業 　第11類　消防・防災 　第11編　公営企業 　第11編　産業経済 　第11編　消防

　第12編　消防 　第12類　公営企業 　第12編　消防・防災 　第12編　建設 　第12編　事務組合等

　第13編　その他 　第13類　事務組合 　第13編　事務組合 　第13編　消防

　　　　　・その他 　　　　　・その他

参考資料

８５６件

１,０７０件

１８５件 １５５件

１２３件

１６６件

２０７件

２８８件

高　梁　地　域　合　併　協　議　会　の　調　整　内　容　

６８０件

関　係　項　目

１７３件

１７７件

２１３件

成羽町

現　　　　　　　　　　　況

１市４町
合計　例規集に登載されている条例等（平成１５年４月１日現在）

高梁市

４３５件６６０件

１９０件

２７６件

１５３件

１５５件

１２７件

内容（総目次）

１９４件

２,７８２件

８５６件

４４４件５６３件

協議事項

調　整　の　内　容

区　　分 備中町川上町有漢町



＜平成１４年度＞ 各市町による関係例規の洗い出し・例規一覧表の作成

＜平成１５年度＞ 事務事業調整内容等に基づき、例規原案の作成

法令との整合など総合的に点検後、修正及び再調整

施行方法による区分・整理・例規番号付け

＜平成１６年度＞ 新市発足にあわせて施行

制定施行区分

　　　高梁市、有漢町、成羽町、川上町及び備中町の合併は、新設合併であるため、新市の発足とともに合併関係５市町の条例、規則等はすべて失効することとなる。

　　そのため、新市において新たに条例・規則等を制定し、施行する必要がある。

　　新市の条例、規則等の制定にあたっては、高梁地域合併協議会で協議、確認された各種事務事業等の調整内容に基づき、次の区分により整備するものとする。

　　　１　合併と同時に市長職務執行者の専決処分により、即時制定し、施行させる必要があるもの

　　　　(1)　条　　例・・・新市の市長職務執行者（地方自治法施行令第１条の２）の専決処分により即時制定し、施行する。（地方自治法第１７９条第１項）

　　　　(2)　規則等　・・・新市の市長職務執行者の職権により即時制定し施行する。（地方自治法第１５条第１項）

　　　２　合併後、逐次制定し、施行させることとするもの

　　　　(1)　市長職務執行者の専決処分による制定になじまないもの（議案提出権が長にない条例）　

　　　　(2)　新市発足時には必要ないが、合併後、逐次制定し、施行するもの

　　　３　従来旧市町で施行されていた条例等を、引き続き暫定的に施行させる必要があるもの

　　　　　新市の条例・規則等が制定、施行されるまでの間の暫定措置として、従来その地域に施行されていた条例・規則等を新市の条例・規則等として引き続き

　　　　施行する。（地方自治法施行令第３条）

　　　４　失効するもの

↓

　　スケジュール

専決・公布・施行

↓

既存例規の整理

審　　　査

最　終　調　整

↓

↓

例規原案の調整・検討



２．関　係　法　令

（地方公共団体の法人格とその事務）

第２条　

２　普通地方公共団体は、地域における事務及びその他の事務で法律又はこれに基づく政令により処理することとされるものを処理する。

（条例の制定及び罰則の委任）

第１４条　普通地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて第２条第２項の事務に関し、条例を制定することができる。　　

２　普通公共団体は、義務を課し、又は権利を制限するには、法令に特別の定めがある場合を除くほか、条例によらなければならない。

　

（規則）

第１５条　普通地方公共団体の長は、法令に違反しない限りにおいて、その権限に属する事務に関し、規則を制定することができる。

　

（長の専決処分）

第１７９条　普通地方公共団体の議会が成立しないとき、第１１３条但書の場合においてなお会議を開くことができないとき、普通地方公共団体の長に

　おいて議会を招集する暇がないと認めるとき、又は議会において議決すべき事件を議決しないときは、当該普通地方公共団体の長は、その議決すべき

　事件を処分することができる。

第１条の２　普通地方公共団体の設置があった場合においては、従来当該普通地方公共団体の地域の属していた関係地方公共団体の長たる者又は長で

　あった者のうちからその協議により定めた者が、当該普通地方公共団体の長が選挙されるまでの間、その職務を行う。　

　

第３条　普通地方公共団体の設置があった場合においては、第１条の２の規定により当該普通地方公共団体の長の職務を行う者は、必要な事項につき条例

　又は規則が制定施行されるまでの間、従来その地域に施行された条例又は規則を当該普通地方公共団体の条例又は規則として当該地域に引き続き施行

　することができる。　　

＜　地方自治法（抜粋）＞

＜　地方自治法施行令（抜粋）＞



３.　先　進　事　例

法定協議会名 構成市町村数 合併後の規模 法定協設置年月日

125.51k㎡ 条例、規則等については、合併協議会で協議、確認された各種事務事業等の調整内容に

39,403人 基づき、「邑久郡合併に関する条例・規則等の整備方針」により、整備するものとする。

1.１市５町に共通して制定され、内容に差異のないものについては、現行の例規をもとに

　広島県 941.68k㎡ 　新市において制定する。

１市５町 35,348人 2.１市５町で内容に差異があるもの、又は、一部の市町のみで制定しているものについて

　は、事務事業の調整を踏まえ、合併時までに調整し、新市において制定する。

市町村名 旧構成市町村数 新市町村の規模 合併年月日

３町に共通して制定されている内容に差異のない条例、規則等については、現行の例により

153.20k㎡ 新市において制定するものとし、３町ともに制定しているが内容に差異のあるもの及び２町

37,760人 又は１町のみに制定されているものについては事務事業の調整内容等をもとに支障のないよう

に整備するものとする。

(1)５町同一の条例、規則等は、原則として現行のとおりとする。

158.81k㎡ (2)類似、相違しているもの及び１町又は数町に制定されているものについては、調整統一し、

57,772人 　事務事業に支障のないよう適切な措置を講ずるものとする。

(3)合併協議会で確認された事項については、それぞれの調整方針に従って整理する。

(1)４町及び多紀郡行政事務組合が制定している条例、規則等について、同一又は１団体のみ

377.61k㎡ 　が制定しているものについては、原則として現行のとおりとする。

篠山市 兵庫県４町 46,325人 平成11年4月1日 (2)類似、相違又は数団体に制定されているものについては、いずれかを基本に調整統一し、

　事務事業に支障のないよう適切な措置を講ずるものとする。

(3)合併協議会で確認された事項については、それぞれの調整方針に従って整理する。

平成14年4月1日

香川県３町東かがわ市

さぬき市 香川県５町

取　　扱　　内　　容

庄原市・比
婆郡４町・
総領町合併
協議会

合
併
協
議
中

合
併
市
町
村

平成14年4月1日

取　　扱　　内　　容

邑久郡合併
協議会

岡山県３町 平成14年8月1日

平成15年4月1日



協議第 16号 
 
 

電算システムの取扱いについて 

 
 合併協定項目(24)－３  電算システムの取扱いについて、次のとおり提案す

る。 
 
 
  平成１５年７月１８日提出 
 
 

       高梁地域合併協議会 
               会 長 高梁市長 立 木 大 夫 

 
 

協議項目 電算システムの取扱いについて 

調整内容 

 
住民サービスの低下を招かないように、事務の効率を向上し合

併時に電算システムの統合、整備を図るものとする。 
ただし、住民生活に直接影響のない単独業務処理システムにつ

いては、新市において充実、整備する。 
 

 
 
  平成１５年  月  日確認 
 

       高梁地域合併協議会 
 



 
協議第１６号 電算システムの取扱いについて 
【提案理由】 
電算システムは多くの行政事務に利用されており、住民基本台帳や地方税の賦課収納、

国民年金、印鑑登録など、住民サービスに支障を及ぼさないように、合併までに確実に統

合する必要があるため提案する。 

 
○協議の経過は次のとおりです。 

検討会議名 検   討   等   内   容 

任意協議会

での研究結

果 

《電子自治体推進のあり方について》  
(1)システムは、構成団体の中のいずれかに統合する。ただし、新規シス
テムを構築した方がメリットが大きい場合は、それを選択する。 

(2)合併後直ちに稼動できるよう、必要な準備はあらかじめ実施する。 

専門部会、

幹事会等に

おける協議

のポイント 

＜検討事項＞ 
 システム統合化基本計画に定めた４つの、基本的な基準をもとに施行

する。 
 (1)住民の便益の向上        

(2)事務処理の効率化         
 (3)最小のコストで実施 

(4)新市設立までに余裕を持って整備を実施 
 
事務の効率化、充実、整備などにより、新市に相応しい電算システム

を構築する。 
 

 



                        参考資料  

高梁地域合併協議会の調整内容 

協 議 事 項 (24)-3 電算システムの取扱い 関 係 項 目  

調整の内容 
住民サービスの低下を招かないように、事務の効率を向上し合併時に電算システムの統合、整備を図るものとする。 

ただし、住民生活に直接影響のない単独業務処理システムについては、新市において充実、整備する。 

１．各市町の電算システム導入状況（平成 15 年 3 月末） 

現        況 

高梁市     有漢町 成羽町 川上町 備中町
備  考 

【基幹系ｼｽﾃﾑ】住民情報系 
（住民） 
1. 住民記録 
 2. 住民基本台帳ネット 
ワーク 

 3. 印鑑証明 
 4. 選挙事務 
 5. 国民年金 
 6. 児童手当 
 7. 児童扶養手当 
 8. 保育料 
 9. 身体障害者 
 10. 国民健康保険 
 11. 老人保険 
 12. 乳幼児医療 
 13. 母子医療 
 14. 重度心身医療 

 
1. 住民記録 
 2. 住民基本台帳ネット 
ワーク 

 3. ----- 
 4. 選挙事務 
 5. 国民年金 
 6. 児童手当 
 7. ----- 
 8. 保育料 
 9. 身体障害者 
 10. 国民健康保険 
 11. 老人保険 
 12. 乳幼児医療 
 13. 母子医療 
 14. 重度心身医療 

 
1. 住民記録 
 2. 住民基本台帳ネット 
ワーク 

 3. 印鑑証明 
 4. 選挙事務 
 5. 国民年金 
 6. 児童手当 
 7. ----- 
 8. 保育料 
 9. 身体障害者 
 10. 国民健康保険 
 11. 老人保険 
 12. 乳幼児医療 
 13. 母子医療 
 14. 重度心身医療 

 
1. 住民記録 
 2. 住民基本台帳ネット 
ワーク 

 3. 印鑑証明 
 4. 選挙事務 
 5. 国民年金 
 6. 児童手当 
 7. ----- 
 8. 保育料 
 9. ----- 
 10. 国民健康保険 
 11. 老人保険 
 12. ----- 
 13. ----- 
 14. ----- 

 
1. 住民記録 
 2. 住民基本台帳ネット 
ワーク 

 3. 印鑑証明 
 4. 選挙事務 
 5. 国民年金 
 6. 児童手当 
 7. ----- 
 8. ----- 
 9. ----- 
 10. 国民健康保険 
 11. 老人保険 
 12. 乳幼児医療 
 13. 母子医療 
 14. 重度心身医療 

（戸籍） 
 1. 戸籍 
 2. 除籍検索  

 
 1. ----- 
 2. ----- 

 
 1. ----- 
 2. ----- 

 
 1. ----- 
 2. ----- 

 
 1. ----- 
 2. 除籍検索  

（税務） 
1. 個人･法人市町民税 
2. 固定資産税 
3. 国民健康保険税 
4. 軽自動車税 
5. 税収納 
 6. ----- 
 
7. 介護保険料 

 
1. 個人･法人市町民税 
2. 固定資産税 
3. 国民健康保険税 
4. 軽自動車税 
5. 税収納 
6. 口座･宛名･住登外管
理 
7. 介護保険料 

 
1. 個人･法人市町民税 
2. 固定資産税 
3. 国民健康保険税 
4. 軽自動車税 
5. 税収納 
6. 口座･宛名･住登外管
理 
7. 介護保険料 

 
1. 個人･法人市町民税 
2. 固定資産税 
3. 国民健康保険税 
4. 軽自動車税 
5. 税収納 
6. 口座･宛名･住登外管
理 
7. 介護保険料 

 
1. 個人･法人市町民税 
2. 固定資産税 
3. 国民健康保険税 
4. 軽自動車税 
5. 税収納 
6. 口座･宛名･住登外管
理 
7. 介護保険料 

 

 



 

現        況 

高梁市     有漢町 成羽町 川上町 備中町
備  考 

（福祉） 
1. 介護保険資格 
2. 介護給付 
3. 介護受給資格証明 
4. 生活保護 

 
1. 介護保険資格 
2. ----- 
3. ----- 
 4. ----- 

 
1. 介護保険資格 
2. ----- 
3. ----- 
4. ----- 

 
1. 介護保険資格 
2. ----- 
3. ----- 
4. ----- 

 
1. 介護保険資格 
2. 介護給付 
3. 介護受給資格証明 
4. ----- 

【基幹系ｼｽﾃﾑ】内部情報系 
（財務） 
1. 予算編成 
2. 予算執行 
3. 決算統計 
4. 起債管理 
5. 口座振替 

 
1. 予算編成 
2. 予算執行 
3. 決算統計 
4. 起債管理 
5. 口座振替 

 
1. 予算編成 
2. 予算執行 
3. 決算統計 
4. ----- 
5. 口座振替 

 
1. 予算編成 
2. 予算執行 
3. 決算統計 
4. 起債管理 
5. ----- 

 
1. 予算編成 
2. 予算執行 
3. 決算統計 
4. 起債管理 
 5. ----- 

（人事･給与） 
1. 人事管理 
2. 給与管理 
3. 勤務状況 

 
1. ----- 
2. 給与管理 
3. ----- 

 
1. 人事管理 
2. 給与管理 
3. ----- 

 
1. 人事管理 
2. 給与管理 
3. ----- 

 
1. 人事管理 
2. 給与管理 
3. ----- 

（グループウェア） 
1. 電子メール 
2. 掲示板 
3. 共通様式 
4. スケジュール 
5. 施設予約 
6. 電子会議 

 
1. 電子メール 
2. 掲示板 
3. 共通様式 
4. スケジュール 
5. 施設予約 
6. ----- 

 
1. 電子メール 
2. 掲示板 
3. 共通様式 
4. スケジュール 
5. 施設予約 
 6. ----- 

 
1. 電子メール 
2. 掲示板 
3. 共通様式 
4. スケジュール 
5. 施設予約 
6. 電子会議 

 
1. ----- 
2. ----- 
3. ----- 
4. ----- 
5. ----- 
6. ----- 

（文書管理） 
 1. 文書管理 
 2. 電子決済 

 
 1. ----- 
 2. ----- 

 
 1. ----- 
2. ----- 

 
 1. 文書管理 
 2. ----- 

 
 1. 文書管理 
 2. ----- 

【情報ｻｰﾋﾞｽ系ｼｽﾃﾑ】水道･産業建設系 
（上下水道・企業会計） 
1. 水道料・下水道使用
料賦課徴収 
2. 企業会計（予算編
成・執行） 
3. 上下水道台帳オンラ
インシステム（地図） 
4. 浄水場管理・水量観
測・水質管理 
5. 下水道管理 

 
1. ----- 
 
2. ----- 
 
3. ----- 
 
4. ----- 
 
5. ----- 

 
 1. ----- 
 
 2. ----- 
 
3. ----- 
 
4. ----- 
 
5. ----- 

 
1. ----- 
 
2. ----- 
 
3. ----- 
 
4. ----- 
 
5. ----- 

 
1. ----- 
 
 2. ----- 
 
3. ----- 
 
4. ----- 
 
5. ----- 

（簡易水道） 
1. ----- 
2. ----- 
3. ----- 

 
1. 検針業務 
2. 料金計算 
3. 浄水場管理・水量観
測・水質管理 

 
 1. ----- 
2. 料金計算 
3. 浄水場管理・水量観
測・水質管理 

 
1. 検針業務 
2. 料金計算 
3. ----- 

 
1. ----- 
2. 料金計算 
3. ----- 

 



 

現        況 備  考 

高梁市      有漢町 成羽町 川上町 備中町

（共通図面） 
1. 地図情報 
2. 地籍調査支援 
3. 地籍管理支援 

 
1. ----- 
2. ----- 
3. ----- 

 
1. ----- 
2. ----- 
3. 地籍管理支援 

 
1. ----- 
2. 地籍調査支援 
3. 地籍管理支援 

 
1. 地図情報 
2. ----- 
3. ----- 

（気象情報） 
1. 気象観測 
2. ----- 

 
1. ----- 
2. ----- 

 
1. ----- 
2. 気象情報観測・放送 

 
1. 気象観測 
2. ----- 

 
1. ----- 
2. ----- 

（農業） 
1. 農家台帳 
2. 水田営農確立対策 
3. 中山間直接支払 

 
1. 農家台帳 
2. 水田営農確立対策 
3. ----- 

 
1. 農家台帳 
2. 水田営農確立対策 
3. 中山間直接支払 

 
1. 農家台帳 
2. 水田営農確立対策 
3. ----- 

 
1. 農家台帳 
2. 水田営農確立対策 
3. ----- 

（建設） 
1. 土木積算 
2. ----- 

 
1. ----- 
2. 道路台帳管理 

 
1. 土木積算 
2. 道路台帳管理 

 
1. ----- 
2. ----- 

 
1. ----- 
2. ----- 

（住宅） 
 1. 住宅管理 

 
1. 住宅管理 

 
1. ----- 

 
1. ----- 

 
1. ----- 

【情報ｻｰﾋﾞｽ系ｼｽﾃﾑ】その他 
（住民） 
1. し尿処理 

 
1. ----- 

 
1. -----  

 
1. ----- 

 
1. ----- 

（消防） 
 1. ----- 

 
 1. 消防団員管理 

 
1. ----- 

 
 1. ----- 

 
 1. ----- 

（保育所） 
1. 栄養計算 

 
 1. ----- 

 
1. ----- 

 
1. 栄養計算 

 
 1. ----- 

（病院） 
 1. ----- 
 2. ----- 
 3. ----- 
 4. ----- 

 
 1. ----- 
 2. ----- 
 3. ----- 
 4. ----- 

 
1. 企業会計 
 2. ----- 
 3. ----- 
4. 遠隔画像送信 

 
1. 企業会計 
2. 医科レセプト 
3. 歯科レセプト 
4. ----- 

 
 1. ----- 
 2. ----- 
 3. ----- 
 4. ----- 

（老人ホーム） 
 1. 入所処置・栄養計算 

 
 1. ----- 

 
 1. ----- 

 
 1. ----- 

 
 1. ----- 

（図書館） 
1. 図書館 
2. 図書検索 

 
1. ----- 
2. ----- 

 
1. ----- 
2. ----- 

 
1. ----- 
2. ----- 

 
1. ----- 
2. ----- 

（TV･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ） 
 1. ----- 
 2. ----- 
 3. 公開端末 

 
 1. ----- 
 2. ----- 
 3. 公開端末 

 
1. 自主放送再放送 
2. インターネット接続 
3. 公開端末 

 
 1. ----- 
 2. ----- 
 3. 公開端末 

 
 1. ----- 
 2. ----- 
 3. ----- 

 

 

 



 

２．各市町の外部端末整備状況（平成 15 年 5 月 14 日現在） 

現        況 

高梁市 有漢町 成羽町   川上町 備中町
備  考 

（無線） 
1. 教育委員会事務局 
 2. 合併協議会事務局 

    

（自設光ｹｰﾌﾞﾙ）   
 

 
1. 川上小学校 
2. 川上中学校 
3. 健康福祉課 
4. 教育委員会事務局 
5. 医療ｾﾝﾀｰ 
6. 老人保健施設 

 
1. 備中町教育委員会 
2. 備中町診療所 
3. 富家小学校 

（吉備 CATV 光ｹｰﾌﾞﾙ） 
1. 上下水道課 
2. 消防本部 
3. 広域事務組合 

    

（NTT 回線） 
1. 津川地域市民ｾﾝﾀｰ 
2. 川面地域市民ｾﾝﾀｰ 
3. 巨瀬地域市民ｾﾝﾀｰ 
4. 中井地域市民ｾﾝﾀｰ 
5. 玉川地域市民ｾﾝﾀｰ 
6. 宇治地域市民ｾﾝﾀｰ 
7. 松原地域市民ｾﾝﾀｰ 
8. 高倉地域市民ｾﾝﾀｰ 
9. 落合地域市民ｾﾝﾀｰ 
10. 高梁幼稚園 
11. 高梁南幼稚園 
12. 津川幼稚園 
13. 川面幼稚園 
14. 巨瀬幼稚園 
15. 中井幼稚園 
16. 玉川幼稚園 
17. 宇治幼稚園 
18. 松原幼稚園 
19. 落合幼稚園 
20. 福地幼稚園 
21. 高梁小学校 
22. 津川小学校 
23. 川面小学校 
24. 巨瀬小学校 
25. 中井小学校 
26. 玉川小学校 

 
 1.有漢町ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 

 
1. 成羽文化ｾﾝﾀｰ 
2. 成羽町健康管理ｾﾝﾀｰ 
3. 保健ｾﾝﾀｰ 
4. 中連絡所 
5. 吹屋連絡所 
6. 坂本連絡所 

 
1. 農業振興ｾﾝﾀｰ 
2. 弥高山管理事務所 
3. 学校給食ｾﾝﾀｰ 
4. 川上保育園 
5. 川上幼稚園 

 
1. 平川小学校 
2. 西山小学校 
3. 湯野小学校 
4. 備中中学校 

 



 

現        況 

高梁市     有漢町 成羽町 川上町 備中町
備  考 

27. 宇治小学校 
28. 松原小学校 
29. 高倉小学校 
30. 落合小学校 
31. 福地小学校 
32. 高梁中学校 
33. 高梁東中学校 
34. 高梁北中学校 
35. 松山高等学校 
36. 高梁児童館 
37. 落合児童館 
38. 民主会館 
39. やすらぎ教室 
40. 働く婦人の家 
41. 宇治高等学校 
42. 高梁保育園 
43. 長寿園 
44. 学校給食調理場 
45. 図書館 
46. 市民体育館 
47. 文化会館 
48. 文化交流館 
49. 総合福祉センター 

     



３．先進事例 

 
合併協議中 

法定協議会名      構成市町村数 合併規模 法定協設置年月日 事例の内容 備 考

邑久郡合併協議会 岡山県 ３町 
125.51 ｋ㎡ 

39,403 人 
平成 14 年 8月 1 日 

電算システム事業については、合併時に電算システムを統合し、

サービスの低下を招かないよう調整する。 

 

 

庄原市･比婆郡 4 町･

総領町合併協議会 

広島県 

 １市５町 

941.68 ｋ㎡ 

35,348 人 
平成 14 年 4月 1 日 

1. 電算システムは、合併時に統合する。 

2. 電算処理を行う業務は、合併時までに調整する 

3. １市５町は、戸籍事務の電算システムを合併時までに導入し、

合併時に統合する。 

 

 

合併市町村 

市町村名      旧構成市町村数 合併規模 合併年月日 事例の内容 備 考

東かがわ市 香川県 ３町 
153.20 ｋ㎡ 

37,760 人 
平成 15 年 4月 1 日 

電算システム事業の取り扱いについては、合併時に電算システム

を統合し、住民サービスの低下を招かないように調整する。 
 

さぬき市 香川県 ５町 
158.81 ｋ㎡ 

57,772 人 
平成 14 年 4月 1 日 

新市の電算業務については、合併時に電算機器及びシステムを統

一し、ネットワークシステムにより運用する。ただし、単独業務

処理システムについては、合併時に調整する。 

 

 

篠山市 兵庫県 ４町 
377.61 ｋ㎡ 

46,325 人 
平成 11 年 4月 1 日 

電算システム事業については、合併時に電算機器及びシステムを

統一しネットワークシステムにより運用する。ただし、単独業務

処理システムについては、新市において調整する。 

 

 

 

 



協議第 17号 
 
 

慣行の取扱いについて 

 
 合併協定項目(20)  慣行の取扱いについて、次のとおり提案する。 
 
 
  平成１５年７月１８日提出 
 
 

       高梁地域合併協議会 
               会 長 高梁市長 立 木 大 夫 

 
 

協議項目 慣行の取扱いについて 

調整内容 

 
(１) 市章、市の花、市の木、市の鳥、市の歌、市の音頭及び市
民憲章等については、新市において制定する。 

(２) 宣言等については、１市４町の宣言等を尊重し、新市にお
いて定める。 

(３) 表彰規定については、新市において定める。 
(４) 名誉市町民は、新市に引き継ぎ、名誉市民条例は新市にお 
いて制定する。 

 
 
 
  平成１５年  月  日確認 
 

       高梁地域合併協議会 
 
 



 

協議第１７号 慣行の取扱いについて 
 
【提案理由】 
 市章等については、新市のシンボルであり、また、憲章・宣言等については、新市の基

本姿勢である。したがって、できるだけ早い時期に統一することが重要であるため提案す

る。 

  

○協議の経過は次のとおりです。 

 内       容 

任意協議会

での研究結

果 

  

未 協 議 

 
 
 

専門部会、

幹事会等に

おける協議

のポイント 
 
 
 
 

 
＜検討事項＞ 

 
新設合併であるため、新たに制定、定めることとする。 

また、各種イベント、地域の伝統文化との結びつきの強い行事については、 

まちづくり及びそれぞれの協定項目の取扱いとする。 

 

 



　　（20）　慣行の取扱い

　(1)　市章、市の花、市の木、市の鳥、市の歌、市の音頭及び市民憲章等については、新市において制定する。

　(2)　宣言等については、１市４町の宣言等を尊重し、新市において定める。

　(3)　表彰規定については、新市において定める。

　(4)　名誉市町民は、新市に引き継ぎ、名誉市民条例は新市において制定する。

１．各市町の現況

制定年月日

デザインの趣旨

選定方法

市町デザイン

市町旗

調　整　の　内　容

関　係　項　目

高　梁　地　域　合　併　協　議　会　の　調　整　内　容　

協議項目

現　　　　　　　　　　　況

調整の具体的
な内容区　　分 高梁市 有漢町 成羽町 川上町 備中町

　市町章

昭和36年6月20日

限りなき紺碧の大空に
躍進する高梁の頭文字
（文化）Tに、観光松山
城を偲び、産業資源
（松葉で示す）は、広
く海外（生産）に伸び
て（四方尖端）いる高
梁市を表徴す。

川上の文字を図案化し
たもので、ひとつの円
を中心に固い団結がさ
らに大きい円に広がり
ゆく、円満な町政のも
とでぐんぐん伸びゆく
川上町のねがいをあら
わしたもの。

成羽（ナリワ）の文字を
図案化したもので、ひと
つの円を中心に、さらに
大きい円が次々と想像せ
られ、遠く、大きく拡が
る波紋も中心はひとつ
で、内部の固い団結力を
示し、3本の線は外部に
放射して勢いを意味し、
平和と発展を象徴したも
の。

円で円満を表現し、備中
町の「び」と「中」を図
案化し、前途の躍進を象
徴したもの。

昭和30年4月14日 昭和29年8月2日昭和4年5月23日昭和42年9月21日

有漢（うかん）の
“う”の字を力強く表
現。両有漢の合併を意
味するもので、中央の
円は平和を象徴し、下
部の両脚は安定を、ま
た両肩は将来の発展と
飛躍を表現したもの。

公募し、210点の中から
選定

公　募
岡山工業高校図案部
に依頼し、選定

公　募

参考資料

市章については、
新市において制定
する。

紺地に白の町章紺地に白の市章 紺地に白の町章 紺地に白の町章 紺地に白の町章

公募し、応募作品63点の
中から選定



市町の花

制定年月日

市町の木

制定年月日

市町の鳥

制定年月日

市町の歌

制定年月日

市町の音頭

制定年月日

備中音頭

― ―

―

川上音頭

昭和59年9月27日

昭和50年9月9日

うぐいす き　じ

川上町歌

昭和49年5月1日

さくら

赤　松

昭和61年10月1日

平成6年4月1日

―

昭和61年4月1日 昭和59年9月27日

―

有漢音頭

　市町の花･木等

区　　分

昭和61年4月1日

美しいふるさと

さくら

―

昭和61年4月1日

昭和61年4月1日

あかまつ

うぐいす

高梁市 有漢町 成羽町

現　　　　　　　　　　　況

川上町 備中町

昭和61年4月1日

調整の具体的
な内容

あかまつ

キ　ジ

昭和61年4月30日昭和50年9月9日

市の花、市の木、
市の鳥、市の歌、
市の音頭について
は、新市において
制定する。

ささゆり

昭和50年9月9日

あかまつ

昭和61年4月30日

昭和59年9月27日

昭和59年9月27日

かっこう花
（学名　れんげつつじ）

昭和61年4月30日

つつじ

うるし

昭和59年9月27日



制定時期

備中町民憲章

昭和50年9月9日

有漢町民憲章 成羽町民憲章 川上町民憲章

備中町

高梁市民憲章

昭和61年10月1日

わたくしたちは、美し
い山々と清らかな高梁
川にはぐくまれた高梁
市を愛し、豊かな伝統
文化を受けつぎ、平和
で明るいまちづくりを
進めるために、
１　互いに助けあっ
て、豊かなまちをつく
りましょう。
１　輝かしい未来を築
く青少年を育てましょ
う。
１　働くよろこびを感
じ、健康と安全を大切
にしましょう。
１　親切と感謝の心
で、おとしよりに尽く
しましょう。
１　自然を守り、伝統
文化を高めましょう。

わたくしたちは、美し
い自然に恵まれた「緑
と太陽と文化の町」を
うるおいと活力ある調
和のとれた住みよい町
づくりのため、自覚と
責任をもってその実現
をはかります。
１　教養と理性を深
め、人とのふれあいを
大切にしましょう。
１　老人と障害者に安
心を、青少年に希望と
夢のある環境をつくり
ましょう。
１　労働を尊び、健康
で明るい快適な人生を
きづきましょう。
１　自由と平和を愛
し、権利と義務を果た
して、社会に貢献しま
しょう。
１　自然に親しみ、産
業を発展させ豊かな町
をつくりましょう。

わたしたちは緑の山々と
清らかな成羽川の美しい
自然に恵まれたこのさと
に理想の町をつくるた
め、町民憲章を定め自覚
と誇りをもってその実現
に努めます。
１.　健康に努め、明る
い人生を築きましょう
２.　教養を深め、楽し
い家庭をつくりましょう
３.　勤労を尊び、豊か
な町をつくりましょう
４.　自然を守り、文化
の町をつくりましょう
５.　老人と子供を大切
にあたたかい社会をつく
りましょう

私たちは、美しい自然
と伝統ある歴史にはぐ
くまれ、未来に向かっ
て和と愛を育て、より
豊かで、住みよい町を
つくるために、
１　子どもや若者が、
夢と希望をもって育つ
町にしましょう。
１　お年寄りに感謝を
し、安らぎのあるあた
たかい町にしましょ
う。
１　みんなで助け合
い、心のふれあう豊か
で明るい町にしましょ
う。
１　働くことに喜びを
もち、健康で明るい家
庭をつくりましょう。
１　美しい自然と伝統
をまもり、豊かな文化
をそだてましょう。

わたしたちは、美しい自
然に恵まれた里のより明
るく豊かでたくましい心
のふれあう町づくりのた
め、未来をひらく町民憲
章を定め、その実現につ
とめます。
１　新しい産業を育て、
豊かな町づくりにつとめ
ましょう。
１　勤労を尊び、活力あ
る町づくりにつとめま
しょう。
１　健康を増進し、明る
い町づくりにつとめま
しょう。
１　教養を高めあい、心
温かい人づくりにつとめ
ましょう。
１　自然と伝統を守り、
文化の向上につとめま
しょう。

昭和49年5月1日 昭和61年4月1日

　市町民憲章

市民憲章について
は、新市において
制定する。

昭和55年7月21日

現　　　　　　　　　　　況

調整の具体的
な内容

区　　分 高梁市 有漢町 成羽町 川上町



名　　　称

宣言年月日

団　体　名

名　　　称

宣言年月日

団　体　名

名　　　称

宣言年月日

団　体　名

名　　　称

宣言年月日

名　　　称

宣言年月日

団　体　名

名　　　称

宣言年月日

団　体　名

宣言等について
は、１市４町等の
宣言を尊重し、新
市において定め
る。

昭和60年6月25日 昭和59年12月24日 昭和59年12月24日

高梁市議会 有漢町 川上町議会

非核平和都市宣言 有漢町を非核の町とする宣言 非核町宣言

高梁市 川上町

青少年健全育成都市宣言 青少年健全育成町宣言

昭和54年3月16日 昭和54年4月3日

青少年健全育成町宣言

昭和54年3月28日

団　体　名
交通安全母の会連合会

交通安全対策協議会

昭和48年4月27日 昭和59年9月28日

交通安全対策協議会

交通事故による死亡者絶滅宣言 交通安全の町宣言

高梁市 成羽町議会 川上町

昭和45年7月29日 平成4年6月24日 昭和40年3月26日 昭和55年2月8日

暴力追放都市宣言 暴力団追放宣言 暴力追放宣言 暴力追放の町宣言

川上町

昭和33年3月26日

安全町宣言

高梁市議会 川上町

昭和38年5月18日

安全都市宣言

昭和37年2月27日

調整の具体的
な内容

区　　分 高梁市 有漢町 成羽町 川上町 備中町

　　宣言・決議

現　　　　　　　　　　　況

平和都市宣言

昭和33年12月18日

世界連邦平和都市宣言

高梁市議会



名　　　称

宣言年月日

団　体　名

名　　　称

宣言年月日

団　体　名

名　　　称

宣言年月日

団　体　名

名　　　称

宣言年月日

団　体　名

名　　　称

宣言年月日

団　体　名

名　　　称

宣言年月日

団　体　名

昭和63年12月21日

人権モデル地区の推進宣言

昭和50年3月24日

川上町

川上町議会

川上町議会

シートベルト着用推進決議

平成5年9月29日

成羽町議会

美しい環境なりわ宣言

平成5年9月29日

成羽町議会

人権尊重の町宣言

平成10年6月18日 平成10年3月20日

有漢町議会 成羽町議会

昭和59年9月27日

シートベルト着用推進宣言 シートベルト着用推進の町宣言

高梁市議会 有漢町議会

平成4年3月18日 平成2年6月25日 平成2年12月20日

川上町議会

ゆとり宣言 ゆとり宣言 ゆとり宣言

平成元年3月20日

高梁市議会

覚せい剤追放宣言

健康都市宣言

昭和63年10月26日

高梁市

覚せい剤追放宣言

区　　分 高梁市 有漢町 成羽町 川上町 備中町



（3）公職で、町長が任
命した職又は町行政の
機関で法令に基づくも
のが、任期を事故なく
引続き永年就任した者

（3）市の公益のため金
品を寄附し又は奇特の
行為があった者

（3）一般町民の模範と
なるような善行をした者

（1）12年以上市議会議
員又はその他の公職に
あった者

（1）町の社会事業、衛
生、自治、納税、統計、
産業、土木その他公共の
ことについて尽力し、又
は公務を助力し、その成
績顕著な者

（5）その他町長におい
て表彰を必要と認める業
績又は行為があった者

（4）その他自治行政に
関して功労があった者
又は特殊の事項につい
て善行があり、その成
績が顕著である者

（4）国又は県の表彰を
受けた者のうち、特に町
長が表彰することが適当
であると認めた者

（2）市内の団体又は個
人で、多年市の公益に
関する事業に尽力し、
又は公務を扶けその成
績が顕著である者

（2）災害を未然に防止
し、又は災害に際し、特
に貢献した者

（1）現職を退職してい
ること。

備中町

川上町表彰規則

（2）年齢55歳以上であ
ること。

高梁市 有漢町 成羽町 川上町

表彰規定について
は、新市において
定める。

　表　　彰 ―

調整の具体的
な内容

高梁市表彰規程 ― 成羽町表彰条例

地方行政に長年尽瘁
し、その功績が他の模
範となるもの

現　　　　　　　　　　　況

区　　分



条　　　例

制定年月日

選定方法

人　　数

選考委員会が選考した者
のうちから議会の同意を
得て町長が選定

①町の行う式典への招待①市の行う式典への招待①町の行う式典への招待①町の行う式典への招待 ①町の行う式典への招待

市長が議会に諮って定
める。

町長の推薦により、議
会の同意を得て、町長
が決定する。

選考委員会が選考した者
のうちから町長が議会の
同意を得て選定する。

町長が議会に諮って定
める。

備中町名誉町民条例

昭和36年12月15日 平成8年2月19日 昭和58年5月31日 平成10年12月21日 平成10年7月1日

高梁市名誉市民条例 有漢町名誉町民条例 成羽町名誉町民条例 川上町名誉町民条例 名誉市町民は、新
市に引き継ぎ、名
誉市民条例は新市
において制定す
る。

現　　　　　　　　　　　況

調整の具体的
な内容

区　　分 高梁市 有漢町 成羽町 川上町 備中町

　　名誉市町民

５名（現存者１名） １名 ５名 ２名（現存者２名） １名

②死亡の際の弔意

③必要と認める待遇

②死亡の際の弔意

③必要と認める待遇

②死亡の際の弔意

③必要と認める待遇

①社会福祉の向上、経済
の発展又は学術文化の振
興に卓絶した功績があ
り、もって町民福祉の増
進に貢献した者

②町の名声を著しく高
め、町民が郷土の誇りと
してひとしく敬愛する者

町民又は特に町に縁の深
い者で、社会福祉の向
上、経済の発展又は学術
文化の振興に卓絶した功
績があり、もって町民福
祉の増進に貢献し、又は
町の名声を著しく高め、
町民が郷土の誇りとして
ひとしく敬愛する者

町民又は町に縁故の深
い者で、功績が顕著で
あると認められ、町民
が誇りとして深く尊敬
する者

待　　遇 ②死亡の際の弔意

③必要と認める待遇

町民福祉の増進に顕著
な功績があり、又は本
町の名声を著しく高
め、町民が郷土の誇り
としてひとしく敬愛す
る者

②町政に関する刊行物贈呈

③必要と認める待遇

市民若しくは本市の縁
故の深い者で、本市発
展又は社会文化の興隆
に著しく貢献し、卓絶
した功績によって一世
の敬仰の的となった者

選定基準



２.　先　進　事　例

法定協議会名 構成市町村数 合併後の規模 法定協設置年月日

125.51k㎡ (1)市章、市民憲章、市の花、市の木、CI等に関すること、宣言及び表彰については、新市に

39,403人 　おいて新たに定める。ただし、名誉町民は、新市に引き継ぐものとする。

　広島県 941.68k㎡ １．市章、市の花、市の木、市の鳥、市歌、市民憲章については、新市において制定する。

１市５町 35,348人 ２．宣言については、１市５町の宣言を尊重し、新市において調整する。

３．表彰条例及び名誉市民に関する条例は、新市において制定する。

市町村名 旧構成市町村数 新市町村の規模 合併年月日

153.20k㎡ (1)市章・市民憲章・市木・市花・市歌・宣言等については、新市において調整する。

37,760人 (2)表彰については、新市に移行後、速やかに制度化を図る。

　

158.81k㎡

57,772人

377.61k㎡ (1)市章、市民憲章、市木、市花及び市歌については、新市において新たに定めるものとする。

46,325人 (2)宣言及び表彰については、新市において調整するものとする。

　

東かがわ市

平成14年8月1日

平成14年4月1日

篠山市

さぬき市 香川県５町

邑久郡合併
協議会

岡山県３町

庄原市・比
婆郡４町・
総領町合併
協議会

取　　扱　　内　　容

取　　扱　　内　　容

(1)市章、市民憲章、市木、市花、市歌及び表彰規定については、新市において新たに定める。

合
併
市
町
村

平成14年4月1日

兵庫県４町 平成11年4月1日

合
併
協
議
中

平成15年4月1日香川県３町



協議第 18号 
 
 

公営住宅の取扱いについて 

 
 合併協定項目(24)－21  公営住宅の取扱いについて、次のとおり提案する。 
 
 
  平成１５年７月１８日提出 
 
 

       高梁地域合併協議会 
               会 長 高梁市長 立 木 大 夫 

 
 

協議項目 公営住宅の取扱いについて 

調整内容 

 
(1) 市町が管理する住宅は、全て現状のまま新市に引継ぐ。 
(2) 家賃については、新市において実情に即した調整をし、経過
措置を設ける。 

(3) 建設計画については、計画策定・継続中の事業は継続させる
とともに、新市において統一した公営住宅ストック総合活用計

画を策定し計画的に進める。 
 

 
 
  平成１５年  月  日確認 
 

       高梁地域合併協議会 
 
 



協議第１８号 公営住宅の取扱いについて 
【提案理由】 
公営住宅については、各市町での整備計画があり、入居者管理についても違いがある。

需要に応じた適切な整備と平等な住民サービスを行うため、合併後の取扱いを調整する必

要があり提案する。 

  
○協議の経過は次のとおりです。 

 内       容 

任意協議会

での研究結

果 

 
未協議 

専門部会、

幹事会等に

おける協議

のポイント 

＜検討事項＞ 
住宅、入居者選考、家賃、建設･修繕計画及び県営住宅の取扱いについて

検討を行った。 
住宅については、その必要性から全て新市に引き継ぐものとする。 
家賃算定、建設･修繕計画についても新市に引き継ぐが、実情に即した調

整が必要である。 
家賃の調整については、経過措置を設ける必要がある。 

 
 



                        参考資料  

高梁地域合併協議会の調整内容 

協 議 事 項 (24)-21 公営住宅の取扱い 関 係 項 目  

調整の内容 

 

(1)市町が管理する住宅は、全て現状のまま新市に引継ぐ。 

(2)家賃については、新市において実情に即した調整をし、経過措置を設ける。 

(3)建設計画については、計画策定・継続中の事業は継続させるとともに、新市において統一した公営住宅ストック総合活用計画を策定し計

画的に進める。 

 

 

１．各市町の現況 

現        況 

高梁市     有漢町 成羽町 川上町 備中町
調整の具体的な内容 

(1) 市町営住宅数 

   28団地 300戸 

 

 ①公営住宅 

   25団地 294戸 

 ②特定優良賃貸住宅 

   ----- 

 ③単独住宅 

   3団地 6戸 

(1)市町営住宅数 

   4団地 44戸 

 

 ①公営住宅 

   4団地 44戸 

 ②特定優良賃貸住宅 

   ----- 

 ③単独住宅 

   ----- 

(1)市町営住宅数 

   12団地 167戸 

 

 ①公営住宅 

   11団地 149戸 

 ②特定優良賃貸住宅 

   ----- 

 ③単独住宅 

1 団地 18 戸 

(1)市町営住宅数 

   6団地 73戸 

 

 ①公営住宅 

   6団地 73戸 

 ②特定優良賃貸住宅 

   ----- 

 ③単独住宅 

   ----- 

(1)市町営住宅数 

   13団地 95戸 

 

 ①公営住宅 

   8団地 80戸 

 ②特定優良賃貸住宅 

   1団地 7戸 

 ③単独住宅 

  4 団地 8 戸 

市町が管理する住宅は全て

現状のまま新市に引き継ぐ 

(2)入居者選考 

 高梁市営住宅入居者選考

審議会 

  市議会議員 3名 

  公益代表者 4名 

(2)入居者選考 

有漢町町営住宅管理運営

委員会 

 住民代表 4 名 

 学識経験者 2 名 

 行政機関 2 名以内 

(2)入居者選考 

成羽町営住宅入居者選考

委員会 

 町議会議員 3 名 

 学識経験者 2 名 

 

(2)入居者選考 

川上町営住宅入居者選考

委員会 

 住民代表 3 名 

 学識経験者 2 名 

(2)入居者選考 

----- 

委員構成、選考方法等を検

討のうえ、新市において新

たに設置する。 

(3)住宅家賃等 

①公営住宅 

(本来入居者) 

 1,600～40,900円 

②特定優良賃貸住宅 

 ----- 

③単独住宅 

 900～4,000円 

(3)住宅家賃等 

①公営住宅 

(本来入居者) 

 16,800～38,300円 

②特定優良賃貸住宅 

 ----- 

③単独住宅 

 ----- 

(3)住宅家賃等 

①公営住宅 

(本来入居者) 

 1,800～32,100円 

②特定優良賃貸住宅 

 ----- 

③単独住宅 

 43,000円/46,000円 

(3)住宅家賃等 

①公営住宅 

(本来入居者) 

 8,500～37,900円 

②特定優良賃貸住宅 

 ----- 

③単独住宅 

  ----- 

(3)住宅家賃等 

①公営住宅 

 (本来入居者) 

3,900～37,800円 

②特定優良賃貸住宅 

 45,000円/55,000円 

③単独住宅 

  3,600～9,500 円 

現状のまま新市に引き継

ぎ、新市において実情に即

した調整をし、経過措置を

設ける。 



現        況 

高梁市     有漢町 成羽町 川上町 備中町
調整の具体的な内容 

市町立地係数 

  0.75 

 利便性係数 

 0.7375～0.925 

市町立地係数 

  0.7 

 利便性係数 

 0.8216～0.9591 

市町立地係数 

  同左 

 利便性係数 

 0.7375～0.8 

市町立地係数 

  同左 

 利便性係数 

 0.75～0.93 

市町立地係数 

  同左 

 利便性係数 

 0.725～0.85 

 

(4)建設･修繕計画 

 

 市営住宅ストック 

総合活用計画 

(4) 建設･修繕計画 

 

 第 2 次有漢町振興計画 

(4) 建設･修繕計画 

 

 町営住宅ストック 

 総合活用計画(H15 策定) 

(4) 建設･修繕計画 

 

 新川上町建設計画 

(4) 建設･修繕計画 

 

町営住宅ストック 

総合活用計画 

計画策定、継続中の事業は

継続させるとともに、新市

において統一した公営住宅

ストック総合活用計画を策

定し、建設･修繕等を計画的

に進める。 

(5)県営住宅管理委託 

 

 県営住宅維持管理委託金 

 1団地 51戸 

 

(5)県営住宅管理委託 

 

 ----- 

(5)県営住宅管理委託 

 

 ----- 

(5)県営住宅管理委託 

 

----- 

(5)県営住宅管理委託 

 

 ----- 

現状のまま新市に引き継ぐ 



 

２．公営住宅の取扱いに関する法令（抜粋） 

 

【公営住宅法】 

 

(この法律の目的) 

第１条 この法律は、国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸

し、又は転貸することにより、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的とする。 

 

(家賃の決定) 

第16条 公営住宅の毎月の家賃は、毎年度、入居者からの収入の申告に基づき、当該入居者の収入及び当該公営住宅の立地条件、規模、建設時からの経過年数その他の

事項に応じ、かつ、近傍同種の住宅の家賃(次項の規定により定められたものをいう。以下同じ。)以下で、政令で定めるところにより、事業主体が定める。ただし、

入居者からの収入の申告がない場合において、第34条の規定による請求を行つたにもかかわらず、公営住宅の入居者がその請求に応じないときは、当該公営住宅の家

賃は、近傍同種の住宅の家賃とする。 

２ 前項の近傍同種の住宅の家賃は、近傍同種の住宅(その敷地を含む。)の時価、修繕費、管理事務費等を勘案して政令で定めるところにより、毎年度、事業主体が定

める。 

３ 第１項に規定する入居者からの収入の申告の方法については、国土交通省令で定める。 

４ 事業主体は、第１項の規定にかかわらず、病気にかかつていることその他特別の事情がある場合において必要があると認めるときは、家賃を減免することができる。 

５ 前各項に規定する家賃に関する事項は、条例で定めなければならない。 

 

(敷金) 

第18条 事業主体は、公営住宅の入居者から３月分の家賃に相当する金額の範囲内において敷金を徴収することができる。 

２ 事業主体は、病気にかかつていることその他特別の事情がある場合において必要があると認めるときは、敷金を減免することができる。 

３ 事業主体は、第１項の規定により徴収した敷金の運用に係る利益金がある場合においては、当該利益金を共同施設の整備に要する費用に充てる等公営住宅の入居者

の共同の利便のために使用するように努めなければならない。 

 

(入居者の選考等) 

第25条 事業主体の長は、入居の申込みをした者の数が入居させるべき公営住宅の戸数を超える場合においては、住宅に困窮する実情を調査して、政令で定める選考基

準に従い、条例で定めるところにより、公正な方法で選考して、当該公営住宅の入居者を決定しなければならない。 

 

 

 
 

 

 



 

 

【公営住宅法施行令】 

 

(家賃の算定方法) 

第２条 公営住宅法(以下「法」という。)第16条第１項の規定による公営住宅の毎月の家賃は、家賃算定基礎額に次に掲げる数値を乗じた額(当該額が近傍同種の住宅

の家賃の額を超える場合にあつては、近傍同種の住宅の家賃の額)とする。 

(1) 公営住宅の存する市町村の立地条件の偏差を表すものとして地価公示法(昭和44年法律第49号)第２条第１項に規定する標準地の同法第６条の規定による公示価

格その他の土地の価格を勘案して0.7以上1.6以下で国土交通大臣が市町村ごとに定める数値のうち、当該公営住宅の存する市町村に係るもの 

(2) 当該公営住宅の床面積の合計(共同住宅にあつては、共用部分の床面積を除く。)を70平方メートルで除した数値 

(3) 公営住宅の構造ごとに建設時からの経過年数に応じて１以下で国土交通大臣が定める数値のうち、当該公営住宅に係るもの 

(4) 事業主体が公営住宅の存する区域及びその周辺の地域の状況、公営住宅の設備その他の当該公営住宅の有する利便性の要素となる事項を勘案して0.7以上1以下

で定める数値 

２ 前項の家賃算定基礎額は、次の表の上欄各項に定める入居者の収入の区分に応じてそれぞれ下欄各項に定める額とする。 
入居者の収入 額 

123,000円以下の場合 37,100円 
123,000円を超え153,000円以下の場合 45,000円 
153,000円を超え178,000円以下の場合 53,200円 
178,000円を超え200,000円以下の場合 61,400円 
200,000円を超え238,000円以下の場合 70,900円 
238,000円を超え268,000円以下の場合 81,400円 
268,000円を超え322,000円以下の場合 94,100円 
322,000円を超える場合 107,700円 

 

  （参考）家賃計算式 

             家賃 ＝ 家賃算定基礎額 × 市町村立地係数 × 規模係数 × 経過年数係数 × 利便性係数 

 

 

(近傍同種の住宅の家賃の算定方法) 

第３条 法第16条第２項の規定による近傍同種の住宅の家賃は、近傍同種の住宅(その敷地を含む。)の複成価格(当該住宅の推定再建築費の額から経過年数に応じた減

価額を除いた額として国土交通省令で定める方法で算出した価格及びその敷地の時価をいう。第12条第１項において同じ。)に国土交通大臣が定める１年当たりの利

回りを乗じた額、償却額、修繕費、管理事務費、損害保険料、貸倒れ及び空家による損失を埋めるための国土交通省令で定める方法で算出した引当金並びに公課の合

計を12で除した額とする。 

２ 前項の償却額は、近傍同種の住宅の建設に要した費用の額から国土交通省令で定める方法で算出した残存価額を控除した額を次の表の上欄各項に定める住宅の区分

に応じてそれぞれ下欄各項に定める期間で除した額とする。 
住宅 期間 

耐火構造の住宅 70年 
準耐火構造の住宅 45年 
木造の住宅(耐火構造の住宅及び準耐火構造の住宅を除く。以下この条及び第12条第１項において同じ。) 30年 

 



 

３ 第１項の修繕費及び管理事務費は、次の表の上欄各項に定める住宅について国土交通省令で定める方法で算出した推定再建築費の額に、修繕費にあつては中欄各項

に定める率を、管理事務費にあつては下欄各項に定める率をそれぞれ乗じた年額とする。 
住宅 修繕費の率 管理事務費の率 

耐火構造の住宅 1.2/100 0.15/100 
準耐火構造の住宅 1.5/100 0.2/100 
木造の住宅 2.2/100 0.31/100 

 

４ 第１項の損害保険料は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第263条の２の規定により、事業主体である地方公共団体の利益を代表する全国的な公益的法人が行う火

災による損害に対する相互救済事業の事業費の負担率により算出した額の範囲内で定める年額とする。 

 

(入居者の選考基準) 

第７条 法第25条第１項の規定による入居者の選考は、条例で定めるところにより、当該入居者が住宅に困窮する実情に応じ適切な規模、設備又は間取りの公営住宅に

入居することができるよう配慮し、次の各号の一に該当する者のうちから行うものとする。 

(1) 住宅以外の建物若しくは場所に居住し、又は保安上危険若しくは衛生上有害な状態にある住宅に居住している者 

(2) 他の世帯と同居して著しく生活上の不便を受けている者又は住宅がないため親族と同居することができない者 

(3) 住宅の規模、設備又は間取りと世帯構成との関係から衛生上又は風教上不適当な居住状態にある者 

(4) 正当な事由による立退きの要求を受け、適当な立退き先がないため困窮している者(自己の責めに帰すべき事由に基づく場合を除く。) 

(5) 住宅がないために勤務場所から著しく遠隔の地に居住を余儀なくされている者又は収入に比して著しく過大な家賃の支払を余儀なくされている者 

(6) 前各号に該当する者のほか現に住宅に困窮していることが明らかな者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律】 

 

(目的) 

第１条 この法律は、中堅所得者等の居住の用に供する居住環境が良好な賃貸住宅の供給を促進するための措置を講ずることにより、優良な賃貸住宅の供給の拡大を図

り、もって国民生活の安定と福祉の増進に寄与することを目的とする。 

 

(建設に要する費用の補助を受けた特定優良賃貸住宅の家賃) 
第13条 認定事業者は、前条第１項の規定による補助に係る特定優良賃貸住宅の認定管理期間(認定計画に定められた管理の期間をいう。以下同じ。)における家賃につ

いて、当該特定優良賃貸住宅の建設に必要な費用、利息、修繕費、管理事務費、損害保険料、地代に相当する額、公課その他必要な費用を参酌して国土交通省令で定

める額を超えて、契約し、又は受領してはならない。 
２ 前項の特定優良賃貸住宅の建設に必要な費用は、建築物価その他経済事情の著しい変動があった場合として国土交通省令で定める基準に該当する場合には、当該変

動後において当該特定優良賃貸住宅の建設に通常要すると認められる費用とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３．先進事例 

 
合併協議中 

法定協議会名 構成市町村数 合併後の規模 合併目標時期 事例の内容 備    考 

峰山町･大宮町･網野

町･丹後町･弥栄町･

久美浜町合併協議会 

京都府 ６町 
501.83 ｋ㎡ 

65,578 人 
平成 16 年 3月 1 日 

公営住宅は全て現状のまま新市に引き継ぐ。 

新市において公営住宅の新たな再生プランを作成する。 

入居者費用の負担は統一した内容に調整する。 

 

西彼北部地域合併協

議会 
長崎県 ５町 

241.83 ｋ㎡ 

35,288 人 
平成 16 年 3月 1 日 

公営住宅、改良住宅、特定公共賃貸住宅及び町営住宅につ

いては、現行のまま新市に引き継ぎ、調整が必要な事項に

ついては、合併後に調整する。 

 

 

合併市町村 

市町村名 旧構成市町村数 新市町村の規模 合併年月日 事例の内容 備    考 

南アルプス市 
山梨県 

  ４町２村 

264.06 ｋ㎡ 

70,116 人 
平成 15 年 4月 1 日 

現状のまま新市に引き継ぎ、「負担の公平性」の基本原則

に基づき、必要に応じて調整する。 
 

さぬき市 香川県 ５町 
158.81 ｋ㎡ 

57,772 人 
平成 14 年 4月 1 日 

(1) ー般公営住宅の家賃については、現行のとおりとする。

なお、係数については、新市において決定する。 

(2) 改良住宅及び特定公共賃貸住宅の家賃については、現 

行のとおりとする。 

 

 

 



協議第 19号 
 
 

病院・診療所の取扱いについて 

 
 合併協定項目(24)－15  病院・診療所の取扱いについて、次のとおり提案す

る。 
 
 
  平成１５年７月１８日提出 
 
 

       高梁地域合併協議会 
               会 長 高梁市長 立 木 大 夫 

 
 

協議項目 病院・診療所の取扱いについて 

調整内容 

 
 小委員会を設置して調査・研究の結果を協議会で協議し決定す

る。 
 

 
 
  平成１５年  月  日確認 
 

       高梁地域合併協議会 
 
 



 
協議第１９号 病院､診療所の取扱いについて 
【提案理由】 
少子高齢化､過疎化が進むこの地域ではひとり暮し世帯も急速に増加しており、地域にお

いて住民が安心して暮らせる環境整備が大きな課題である。虚弱老人等にとって身近に医

療機関があることは生活する上で大きな心の支えとなっている。これからの地域医療を見

据え地域医療の拠点としての病院、診療所のあり方を検討する必要があり提案する。 

  
○協議の経過は次のとおりです。 

 内       容 

任意協議会

での研究結

果 

《医療機関及び医療施設のあり方について》 
全ての住民が健康で生きがいを持ち､安心して暮らせる社会を築くため､地

域の実情に応じた効率的な医療体制の整備充実を図る｡ 
1．合併時において､実施中の事業については､当面現状を維持するものとす
る｡ 

2．新市の住民が安心して医療が受けられるよう努めるものとする｡ 
3．医療と福祉は密接に関係しており､住民福祉向上に向けた施策の一層の推
進を図る｡ 

専門部会、

幹事会等に

おける協議

のポイント 

＜検討事項＞ 
病院､診療所等のあり方については専門的な見地から検討する必要があり、

又、高度な政治的判断を要する。 
 

 



協議第 20号 
 
 

学校教育関係の取扱いについて 

 
 合併協定項目(24)－26  学校教育関係の取扱いについて、次のとおり提案す

る。 
 
 
  平成１５年７月１８日提出 
 
 

       高梁地域合併協議会 
               会 長 高梁市長 立 木 大 夫 

 
 

協議項目 学校教育関係の取扱いについて 

調整内容 

 
 小委員会を設置して調査・研究の結果を協議会で協議し決定す

る。 
 

 
 
  平成１５年  月  日確認 
 

       高梁地域合併協議会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
協議第 20号 学校教育関係の取扱いについて 
 
【提案理由】 
急激な国際化、情報化、科学技術が進展し、変化の激しい、先行き不透明な時代となり、

社会の変化に的確かつ迅速に対応する教育が喫緊の課題となってきている。 

このため、地勢、地理的条件また、少子化の影響により、過疎化が進むこの地域の教育

環境等の問題について、合併協議の重要な課題として早期に検討する必要があり、提案す

る。 

  
○協議の経過は次のとおりです。 

 内       容 

任意協議会

での研究結

果 

 ＜調整内容＞  
１．幼児教育のあり方について 
安心して子供を生み育てられ、子供たちが自主的・主体的に学び、自ら

可能性を伸ばすことができる環境づくりを行うための施策を行う。 
(1) 合併時において実施中の事業については、当面現状を維持するもの
とする。 

(2) 合併後に事業の一体化の検討を行うものとする。 
２．義務教育のあり方について 
少子化・国際化・情報化及び地域の課題等を踏まえ、義務教育の一層の 
充実を目指すための施策を行う。 
 (1) 合併時に実施中の事業については、当面現状を維持するものとする。 

(2) 合併後に事業の一体化の検討を行うものとする。 

 
 
 

専門部会、

幹事会等に

おける協議

のポイント 
 
 
 
 

 
＜検討事項＞ 
 

 
任意協議会の経過を踏まえ、専門的な見地から早期に検討する必要 

がある。 
 

 
 



協議第 11号の２ 

 

財産の取扱いについて 

 

合併協定項目(5) 財産の取扱いについて、次のとおり提案する。 

 

  平成１５年６月２０日提出 

 
                 高 梁 地 域合併協議会 
                  会 長 高梁市長 立 木  大 夫 
 
 

協議項目 財産の取扱いについて 

調整内容 

 
１市４町の所有する財産は、すべて新市に引き継ぐものとする。

（ただし、財産区有財産は、それぞれの財産区有財産として新市に

引き継ぐものとする。） 
 

 
 
 平成１５年  月  日確認 
             高梁地域合併協議会 
 
 



木　造 非木造 計 木　造 非木造 計 木　造 非木造 計 木　造 非木造 計 木　造 非木造 計

2,294 1,520 1,520 1,037 1,367 1,367 4,319 828 826 1,654 2,204 1,179 271 1,450 4,532 1,262 399 1,661

消防施設 2,638 1,108 2,225 3,333 2,902 431 431 2,002 398 360 758 365 132 497 2,457 111 1,068 1,179

その他施設 11,656 752 103 855 8,816 160 1,424 1,584 36,534 1,882 1,882 212 173 385

学　校 173,091 6,426 47,977 54,403 28,707 843 8,158 9,001 52,452 2,539 9,348 11,887 44,406 40 11,471 11,511 31,871 2,783 9,748 12,531

公営住宅 35,216 2,292 15,471 17,763 8,291 151 151 34,596 1,698 8,240 9,938 6,497 2,496 2,418 4,914 24,583 1,021 6,161 7,182

公　園 325,956 441 463 904 36,088 426 99 525 112,395 140 514 654 131,734 2,603 217 2,820

その他施設 201,870 7,484 29,176 36,660 217,293 2,819 5,318 8,137 193,156 2,095 15,054 17,149 168,789 5,648 20,675 26,323 53,545 3,930 5,418 9,348

752,721 18,503 96,935 115,438 303,134 4,399 16,797 21,196 435,454 7,698 36,224 43,922 353,630 12,331 35,184 47,515 116,988 9,319 22,967 32,286

64,449 3,850 4,071 7,921 17,151 28,475 3,078 527 3,605 8,428

17,634,152 1,292,005 7,086,886 1,026,824 1,874,152

227,489 172,928 4,438 550 4,988 28,328 248 248 102,472

17,926,090 3,850 4,071 7,921 1,292,005 7,276,965 4,438 550 4,988 1,083,627 3,078 775 3,853 1,985,052

18,678,811 22,353 101,006 123,359 1,595,139 4,399 16,797 21,196 7,712,419 12,136 36,774 48,910 1,437,257 15,409 35,959 51,368 2,102,040 9,319 22,967 32,286

※平成１３年度決算書による平成１３年度末現在の数値より

本　庁　舎

（単位：㎡）１．公有財産の現況　　　　　　　　　　　　　

公共用財
産

行
政
財
産

小　　　　計

その他の行
政機関

川上町

建　　物（延床）

高梁市

合　　　　　計

宅　地

山　林

その他

小　　　　計

普
通
財
産

備中町

建　　物（延床）
土地 土地

項　　　　　　　目
土地 土地 土地

成羽町

建　　物（延床）建　　物（延床）

有漢町

建　　物（延床）

参考資料

高梁地域合併協議会の調整内容

協議事項

調整の内容

関係項目(5)財産の取扱い

１市４町の所有する財産は、すべて新市に引き継ぐものとする。(ただし、財産区有財産は、それぞれの財産区有財産として新市に引き継ぐものとする。）



※平成１３年度公共施設状況調査より

高梁市 有漢町 成羽町 川上町 備中町 合　　　　計
ｍ 763,763 102,334 172,057 150,267 180,498 1,368,919

改良済延長 ｍ 126,256 47,207 56,806 36,455 59,893 326,617
舗装済延長 ｍ 535,778 102,334 144,029 128,314 132,902 1,043,357

ｍ 202,930 145,827 31,582 110,404 39,966 530,709
ｍ 13,712 27,043 24,009 29,670 24,599 119,033
ｍ 980,405 275,204 227,648 290,341 245,063 2,018,661
数 378 49 100 50 55 632

うち、永久橋数 数 364 49 96 50 55 614
箇所 6 1 5 5 17
㎡ 1,232,814 12,400 105,712 187,151 1,538,077
戸 271 38 152 73 74 608
箇所 18 5 1 24
㎡ 99,427 12,238 9,780 121,445
箇所 9 1 10
㎡ 205,711 44,812 250,523
人 23,302 2,531 5,539 2,868 893 35,133
箇所 1 1
㎡ 4,850,000 4,850,000
人 200 200
㎡ 47,000 47,000
人 2,327 609 1,380 468 393 5,177
箇所 1 1 5 1 2 10
人 120 30 245 45 65 505
箇所 1 1
人 50 50

その他施設 箇所 1 1 2 4
箇所 12 1 1 14
人 1,170 70 60 1,300
箇所 11 2 3 2 4 22
人 1,190 114 286 172 134 1,896
箇所 3 1 1 1 1 7
人 685 89 150 110 78 1,112
箇所 2 1 1 1 5
箇所 10 4 4 18
箇所 1 1 2
箇所 1 1(美術館) 2 2 6
箇所 1 1 2 4
箇所 1 1 4 6
箇所 1 1 2
箇所 3 1 3(病院含む) 1 5 13

２．公共施設の現況　　　　　　

公　　会　　堂

公　　民　　館

個所数

児童数

学校数

小　学　校

中　学　校

老人ホーム

生徒数

学校数

定　員

個所数

個所数

個所数

面　積

定　員

面　積

個所数

定　員

公　営　住　宅

宅地造成

工業用地造成

下　水　道

橋　梁

公　園

項　　　目

道　路

道路延長合計

農道延長

林道延長

市町道実延長

橋　数

給　水　人　口

地区数

面　積

地区数

診　　療　　所　　等

図　　書　　館

博物館等

体　　育　　館

プ　　ー　　ル

幼　稚　園

処理面積

野　　球　　場

保　育　所

老人
福祉
施設

農　集　排

合併処理浄化槽処理人口

処理人口

処理面積

個所数



３．有価証券の現況 （単位：千円）

区　　　　　　　　　分 高梁市 有漢町 成羽町 川上町 備中町 合　　計

山陽放送株式会社株券 330 20 150 10 30 540

山陽新聞株式会社株券 20 20 20 60

㈱吉備ケーブルテレビ株券 300 200 500

㈱夢ファーム有漢株券 45,900 45,900

備北開発株式会社株券 300 300

㈱中国銀行 433 433

合　　　　　　計 630 46,120 603 330 50 47,733

※平成１３年度決算書による平成１３年度末現在の数値より



４．出資による権利の現況
高梁市 有漢町 成羽町 川上町 備中町 合　計

岡山県信用保証協会 15,695 769 3,256 1,737 1,068 22,525

岡山県農業信用基金協会 2,490 690 730 840 790 5,540

高梁地方森林組合 7,504 1,501 264 9,269

岡山県野菜生産安定基金協会 390 390 390 390 390 1,950

岡山県林業公社 5,700 2,400 2,700 5,100 3,600 19,500

岡山県畜産公社 300 300 300 300 300 1,500

社会福祉法人高梁市社会福祉協議会 3,000 3,000

岡山県家畜畜産物衛生指導協会 160 143 149 217 210 879

岡山県郷土文化財団 810 133 257 194 1,394

高梁市土地開発公社 10,000 10,000

岡山県農林漁業担い手育成財団 1,950 321 610 480 469 3,830

岡山県民間社会福祉事業従事者事業団 42 42

岡山広域産業情報システム 2,900 2,900

岡山県暴力追放運動推進センター 2,334 119 280 188 2,921

岡山県明るい長寿社会財団 369 53 79 67 568

岡山県健康づくり財団 129 9 12 14 164

岡山県総合展示場 112 112

岡山県広域水道企業団 883,848 883,848

岡山県動物愛護財団 489 60 130 106 75 860

成羽町土地開発公社 10,000 10,000

成羽町振興公社（ﾗ・ﾌｫｰﾚ吹屋） 50,000 50,000

成羽町振興公社（振興部） 35,000 35,000

成羽町美術振興財団 100,000 100,000

天神森林組合 405 405 810

岡山県森林組合労務班員退職共済基金 319 467 786

岡山県林業振興基金 337 648 653 686 2,324

砂防フロンティア整備推進機構 30 30 30 90

畜産ヘルパー事業推進基金 38 38

岡山県畜産会 95 103 198

吉備高原学園 87 87

有限会社ウエスタンファーム 35,400 35,400

小　　　　　　計 938,222 7,612 205,042 10,583 44,076 1,205,535

岡山県国民健康保険融資基金 1,648 505 2,153

岡山県国保連合会 325 489 520 1,334

岡山県信用保証協会 1,100 1,100

勤労者融資 3,000 3,000

岡山県労働金庫 1,500 1,500 2,500 5,500

小　　　　　　計 1,648 2,925 3,489 2,005 3,020 13,087

939,870 10,537 208,531 12,588 47,096 1,218,622

※平成１３年度決算書による平成１３年度末現在の数値より

（単位：千円）

区　　　分

合　　　計

出
資
・
出
捐
金

預
託
金



５．物品（庁用車）の現況

高梁市 有漢町 成羽町 川上町 備中町 合　計

普通 7 2 15 7 19 50

軽四 4 2 11 12 1 30

大型

普通 32 3 8 13 3 59

軽四 31 3 7 6 18 65

9 2 5 2 2 20

7 1 3 11

指令車 2 1 1 1 5

消防ポンプ車 6 2 3 2 1 14

小型ポンプ積載車
（水槽車含む）

31 8 14 10 12 75

4 1 5

1 1 2

3 1 4

1 4 11 16

130 23 77 66 60 356

※平成１３年度決算書による平成１３年度末現在の台数より

６．債権の現況

高梁市 有漢町 成羽町　 川上町 備中町 合　計

78 1,620 17,934 19,632

2,910 2,910

71,339 8,501 3,390 11,990 95,220

1,606 114 1,720

21,642 3,207 24,849

266,600 266,600

32,996 32,996

2,000 2,000

66,844 66,844

下水道受益者負担金 13,618 13,618

下水道事業分担金 6,572 6,572

特定環境保全公共下水道分担金 825 825

415,276 11,822 68,464 6,300 31,924 533,786

※平成１３年度決算書による平成１３年度末現在の数値より

（単位：台）

合　　　　計

（単位：千円）

乗用車

消　防

バキュウム車

霊柩車

救急車

その他

合　　　計

区　　　　　分

区　　　　　分

貨物車

マイクロバス

スクールバス

奨学金貸付金

福祉修学資金貸付金

土地売払金

岡山県信用保証協会貸付金

ふるさと融資事業貸付金

住宅新築資金貸付金

住宅改修資金貸付金

宅地取得資金貸付金

地域総合整備資金貸付金



７．基金の現況

高梁市 有漢町 成羽町 川上町 備中町 合　　計

494,298 383,800 311,481 420,169 483,103 2,092,851

315,618 146,300 35,112 146,745 159,131 802,906

257,150 518,393 660,329 1,435,872

1,058,034 1,058,034

55,010 55,010

184,040 184,040

109,689 767,200 1,631 878,520

167,998 58,636 226,634

17,839 17,839

339,957 122,350 462,307

3,250 3,250

58,981 58,981

6,053 306 688 554 7,601

40,189 3,205 23,272 7,383 16,931 90,980

162,126 162,126

213,561 82,855 54,892 351,308

18,203 18,203

20,257 20,257

551 551

17,682 10,000 10,293 37,975

21,402 21,402

7,103 6,580 13,683

4,303 4,303

5,942 5,942

5,536 5,536

161,660 161,660

6,037 4,713 9,480 20,230

21,678 21,678

6,720 6,720

358,977 358,977

1,524 1,524

10,000 10,000

6,381 6,381

10,000 10,000

17,321 17,321

3,808 3,808

232 232

営農飲雑用水施設整備基金

成羽小学校教育振興基金

吹屋振興基金

（単位：千円）

教育文化振興基金

区　　　分

財政調整基金

減　債　基　金

ふるさとづくり基金

開発事業基金

庁舎建設基金

そ
の
他
の
基
金

公共用地取得基金

学校施設整備基金

美術館絵画購入整備基金

吹屋ふるさと村郷土館等整備基金

美術振興基金

学校図書整備基金

地域づくり基金

国民健康保険特別会計基金

介護円滑導入基金

介護給付費準備基金

産業奨励及び功労者褒章基金

教育振興資金

国民健康保険事業財政調整基金

国民健康保険財政安定基金

農業者等育成基金

畑地かんがい施設整備基金

社会福祉基金

愛とふれあいの基金

保育事業振興基金

中山間振興基金

地域振興基金

ふるさとふれあい基金

文化振興基金

ふるさと水と土保全基金

中山間地域保全基金

福祉基金（地域福祉基金）

心身障害者福祉事業基金

（肉用牛）特別導入事業基金



７．基金の現況

高梁市 有漢町 成羽町 川上町 備中町 合　　計

（単位：千円）

区　　　分

1,853 1,853

1,200 1,200

1,523 1,523

100,000 100,000

1,965 1,965

29,753 29,753

30,052 30,052

500 500

696,029 696,029

200 200

42,395 42,395

12,607 12,607

126,087 126,087

64,143 64,143

3,114,741 1,295,041 927,765 473,968 1,035,677 6,847,192

土地（㎡） 4,109 11,047 22,700 88,282 126,138

現金・預金等 273,182 40,532 176,458 18,706 5,635 514,513

4,197,839 1,865,673 1,450,816 1,059,588 1,683,546 10,257,462

※平成１３年度決算書による平成１３年度末現在の数値より

小　　　　計

合　　　計

簡易水道飲雑基金

有漢町財産区管理会振興基金

土地開発基金

そ
の
他
の
基
金

青少年健全育成事業基金

国民年金印紙購入基金

簡易水道事業設置整備基金

大平奨学金基金

奨学資金貸付基金

赤木五郎賞基金

山川ボランティア顕彰基金

巨瀬財産区基金

共同墓地管理運営基金

平川郷地区陥没被害災害復旧支援基金

職員退職手当基金

留学生奨学基金



８．地方債の残高の現況

会計 区　　　　分 高梁市 有漢町 成羽町 川上町 備中町 合　計

一般公共事業債 650,613 330,039 371,346 139,298 149,712 1,641,008

一般単独事業債 9,794,312 1,171,955 2,853,588 904,991 1,391,259 16,116,105

公営住宅建設事業債 560,762 252,597 256,513 191,779 507,190 1,768,841

義務教育施設整備事業債 893,747 377,409 2,081 243,259 67,486 1,583,982

辺地対策事業債 506,737 352,107 74,246 307,436 373,375 1,613,901

災害復旧事業債 409,935 72,844 35,357 50,907 31,208 600,251

過疎対策事業債 3,786,971 1,379,022 1,371,972 1,263,655 1,815,034 9,616,654

財源対策債 671,472 128,937 140,550 124,917 209,757 1,275,633

減税補てん債 615,880 48,117 155,870 77,200 35,700 932,767

県貸付金 20,466 8,890 153,679 53,444 236,479

その他 2,227,069 356,531 156,439 98,817 199,686 3,038,542

小　　　計 20,137,964 4,478,448 5,417,962 3,555,938 4,833,851 38,424,163

下水道事業債 9,576,589 9,576,589

上水道事業債 700,797 700,797

簡易水道事業債 3,135,743 1,216,104 722,808 57,313 310,189 5,442,157

その他 413,828 229,549 61,005 1,706,721 2,411,103

小　　　計 13,826,957 1,445,653 783,813 1,764,034 310,189 18,130,646

33,964,921 5,924,101 6,201,775 5,319,972 5,144,040 56,554,809

９．債務負担行為の現況
高梁市 有漢町 成羽町 川上町 備中町 合　計

1,417,744 35,748 89,118 2,438,942 40,767 4,022,319

25,800 25,800

(1)土地の購入に係るもの

(2)建造物の購入に係るもの

(3)その他の物件の購入に係るもの

(4)製造・工事の請負に係るもの 25,800 25,800

(1)公社・協会等に係るもの

(2)その他に係るもの

1,391,944 35,748 89,118 2,438,942 40,767 3,996,519

(1)利子補給等に係るもの 1,391,944 35,748 79,168 2,438,942 15,010 3,960,812

　  ア 農林水産関係 934,407 26,200 31,432 2,349,221 15,010 3,356,270

　  イ 商工関係に係るもの 298 298

　  ウ 住宅関係に係るもの 9,250 9,250

　  エ その他 457,537 47,736 89,721 594,994

(2)その他に係るもの 9,950 25,757 35,707

※平成１３年度決算統計による平成１３年度末現在の数値より

（単位：千円）

普通
会計

企業
会計

合　　　　　計

（単位：千円）

  ３　その他

  ２　債務保証又は損失補償に係るもの

区　　分

平成１４年度以降の支出予定額

  １　物件の購入に係るもの



１０．公営企業会計の現況

資産額 減価償却累計額 償却未済額 資産額 減価償却累計額 償却未済額

61,742 61,742

51,319 12,294 39,025

468,282 214,676 253,606

2,684,216 637,614 2,046,602

3,656 3,100 556

3,333 2,999 334

20,770 10,396 10,374

525,529 525,529

3,293,318 881,079 2,412,239 525,529 525,529

資産額 減価償却累計額 償却未済額 資産額 減価償却累計額 償却未済額

87,682 87,682

1,305,128 624,184 680,944 748,577 174 748,403

25,066 18,563 6,503

733,494 487,992 245,502 133,635 4,314 129,321

9,830 5,585 4,245 10,289 25 10,264

17,275 17,275

2,178,475 1,136,324 1,042,151 892,501 4,513 887,988

資産額 減価償却累計額 償却未済額

929,271 8,397 920,874

45,800 2,509 43,291

9,545 844 8,701

984,616 11,750 972,866

川上町

工具機器及び備品

車両及び運搬具

成羽町

川上町

無形固定資産

合　　　　　　　　計

区　　　分

（単位：千円）

区　　　分 病院事業 川上町国民健康保険診療所事業

無形固定資産

合　　　　　　　　計

上水道事業 工業用水道事業

高梁市

区　　　分

建　　　　　　物

機械及び装置

有形固定
資産

土　　　　　　地

建　　　　　　物

機械及び装置

工具機器及び備品

車両及び運搬具

量水器

有形固定
資産
構築物

川上町介護サービス事業(老人保健施設ひだまり苑)

建　　　　　　物

土　　　　　　地

機械及び装置

※地方公営企業法に該当する会計、平成１３年度末現在の数値

無形固定資産

合　　　　　　　　計

有形固定
資産

土　　　　　　地

工具機器及び備品

車両及び運搬具



１１．財産区の現況 （単位：㎡）

有漢町

巨瀬財産区 宇治財産区 有漢財産区

2,748,928 3,713,706 729,280 7,191,914

2,748,928 3,713,094 729,280 7,191,302

2,748,928 3,713,094 729,280 7,191,302

うち分収 47,746 47,746

その他 612 612

2,748,928 3,713,706 729,280 7,191,914

126,087 64,143 190,230

※平成１３年度決算書による平成１３年度末現在の数値より

その他権利

基　　　金（千円）

合　　計

建　　　　　　物

合　　　　　計

高梁市

（財産区名）
区　　　　分

土　　　　　　地

山　　林

所　　有



※ 参考資料１ 
財産の取扱いに関する法令 

（参考法令） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）抜粋 

（市町村の廃置分合及び境界変更） 

第７条 市町村の廃置分合又は市町村の境界変更は、関係市町村の申請に基き、都道府県知事が当該都道府県の議会の議決を経てこれを定め、直ちにその旨を総務大臣に届け出な

ければならない。 

２ 前項の規定により市の廃置分合をしようとするときは、都道府県知事は、あらかじめ総務大臣に協議し、その同意を得なければならない。 

３ 都道府県の境界にわたる市町村の境界の変更は、関係のある普通地方公共団体の申請に基き、総務大臣がこれを定める。 

４ 第１項及び前項の場合において財産処分を必要とするときは、関係市町村が協議してこれを定める。 

５ 第１項、第３項及び前項の申請又は協議については、関係のある普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

６ 第１項の規定による届出を受理したとき、又は第３項の規定による処分をしたときは、総務大臣は、直ちにその旨を告示するとともに、これを国の関係行政機関の長に通知し

なければならない。 

７ 第１項又は第３項の規定による処分は、前項の規定による告示によりその効力を生ずる。 

 

（財産の管理及び処分） 

第２３７条 この法律において「財産」とは、公有財産、物品及び債権並びに基金をいう。 

２ 第２３８条の４第１項の規定の適用がある場合を除き、普通地方公共団体の財産は、条例又は議会の議決による場合でなければ、これを交換し、出資の目的とし、若しくは支

払手段として使用し、又は適正な対価なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付けてはならない。 

３ 普通地方公共団体の財産は、第２３８条の５第２項の規定の適用がある場合で、議会の議決によるときでなければ、これを信託してはならない。 

 

（公有財産の範囲及び分類） 

第２３８条 この法律において「公有財産」とは、普通地方公共団体の所有に属する財産のうち次に掲げるもの（基金に属するものを除く。）をいう。 

 （１） 不動産 

 （２） 船舶、浮標、浮桟橋及び浮ドック並びに航空機 

 （３） 前２号に掲げる不動産及び動産の従物 

 （４） 地上権、地役権、鉱業権その他これらに準ずる権利 

 （５） 特許権、著作権、商標権、実用新案権その他これらに準ずる権利 

 （６） 株券、社債券（特別の法律により設立された法人の発行する債券を含み、短期社債等の振替に関する法律（平成１３年法律第７５号）第２第２項に規定する短期社債等

に係るものを除く。）及び地方債証券（社債等登録法（昭和１７年法律第１１号）の規定により登録されたものを含む。）並びに国債証券（国債に関する法律（明治３

９年法律第３４号）の規定により登録されたものを含む。）その他これらに準ずる有価証券 

 （７） 出資による権利 

 （８） 不動産の信託による受益権 

２ 公有財産は、これを行政財産と普通財産とに分類する。 



３ 行政財産とは、普通地方公共団体において公用又は公共用に供し、又は供することと決定した財産をいい、普通財産とは、行政財産以外の一切の公有財産をいう。 

 

（物品） 

第２３９条 この法律において「物品」とは、普通地方公共団体の所有に属する動産で次の各号に掲げるもの以外のもの及び普通地方公共団体が使用のために保管する動産（政令

で定める動産を除く。）をいう。 

 （１） 現金（現金に代えて納付される証券を含む。） 

 （２） 公有財産に属するもの 

 （３） 基金に属するもの 

２ 物品に関する事務に従事する職員は、その取扱いに係る物品（政令で定める物品を除く。）を普通地方公共団体から譲り受けることできない。 

３ 前項の規定に違反する行為は、これを無効とする。 

４ 前２項に定めるもののほか、物品の管理及び処分に関し必要な事項は、政令でこれを定める。 

５ 普通地方公共団体の所有に属しない動産で普通地方公共団体が保管するもの（使用のために保管するものを除く。）のうち政令で定めるもの（以下「占有動産」という。）の

管理に関し必要な事項は、政令でこれを定める。 

  

（債権） 

第２４０条 この章において「債権」とは、金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利をいう。 

２ 普通地方公共団体の長は、債権について、政令の定めるところにより、その督促、強制執行その他その保全及び取立てに関し必要な措置をとらなければならない。 

３ 普通地方公共団体の長は、債権について、政令の定めるところにより、その徴収停止、履行期限の延長又は当該債権に係る債務の免除をすることができる。 

４ 前２項の規定は、次の各号に掲げる債権については、これを適用しない。 

 （１） 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に基づく徴収金に係る債権 

 （２） 過料に係る債権 

 （３） 証券に化体されている債権（社債等登録法又は国債に関する法律の規定により登録されたもの及び社債等の振替に関する法律の規定により振替口座簿に記録されたもの

を含む。） 

 （４） 預金に係る債権 

 （５） 歳入歳出外現金となるべき金銭の給付を目的とする債権 

 （６） 寄附金に係る債権 

 （７） 基金に属する債権 

 

（基金） 

第２４１条 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用するための基金を設けることができる。 

２ 基金は、これを前項の条例で定める特定の目的に応じ、及び確実かつ効率的に運用しなければならない。 

３ 第１項の規定により特定の目的のために財産を取得し、又は資金を積み立てるための基金を設けた場合においては、当該目的のためでなければこれを処分することができない。 

４ 基金の運用から生ずる収益及び基金の管理に要する経費は、それぞれ毎会計年度の歳入歳出予算に計上しなければならない。 

５ 第１項の規定により特定の目的のために定額の資金を運用するための基金を設けた場合においては、普通地方公共団体の長は、毎会計年度、その運用の状況を示す書類を作成

し、これを監査委員の審査に付し、その意見を付けて、第２３３条第５項の書類と併せて議会に提出しなければならない。 



６ 前項の規定による意見の決定は、監査委員の合議によるものとする。 

７ 基金の管理については、基金に属する財産の種類に応じ、収入若しくは支出の手続、歳計現金の出納若しくは保管、公有財産若しくは物品の管理若しくは処分又は債権の管理

の例による。 

８ 第２項から前項までに定めるもののほか、基金の管理及び処分に関し必要な事項は、条例でこれを定めなければならない。 

  

（地方債） 

第２３０条  普通地方公共団体は、別に法律で定める場合において、予算の定めるところにより、地方債を起こすことができる。 

２ 前項の場合において、地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、予算でこれを定めなければならない。 

 

（債務負担行為） 

第２１４条  歳出予算の金額、継続費の総額又は繰越明許費の金額の範囲内におけるものを除くほか、普通地方公共団体が債務を負担する行為をするには、予算で債務負担行為

として定めておかなければならない。 

 

（財産区の意義及びその運営） 

第２９４条  法律又はこれに基く政令に特別の定めがあるものを除く外、市町村及び特別区の一部で財産を有し若しくは公の施設を設けているもの又は市町村及び特別区の廃置

分合若しくは境界変更の場合におけるこの法律若しくはこれに基く政令の定める財産処分に関する協議に基き市町村及び特別区の一部が財産を有し若しくは公の施設を設け

るものとなるもの（これらを財産区という。）があるときは、その財産又は公の施設の管理及び処分又は廃止については、この法律中地方公共団体の財産又は公の施設の管

理及び処分又は廃止に関する規定による。 

２ 前項の財産又は公の施設に関し特に要する経費は、財産区の負担とする。 

３ 前２項の場合においては、地方公共団体は、財産区の収入及び支出については会計を分別しなければならない。 

  

（財産区運営の基本原則等） 

第２９６条の５  財産区は、その財産又は公の施設の管理及び処分又は廃止については、その住民の福祉を増進するとともに、財産区のある市町村又は特別区の一体性をそこな

わないように努めなければならない。 

２ 財産区は、その財産又は公の施設の全部又は一部を財産区のある市町村又は特別区の財産又は公の施設とするために処分又は廃止する場合を除くほか、その財産又は公の施設

の全部又は一部の処分又は廃止であつて、当該財産区の設置の趣旨を逸脱するおそれのあるものとして政令で定める基準に反するものについては、あらかじめ都道府県知事に協

議し、その同意を得なければこれをすることができない。 

３ 財産区のある市町村又は特別区は、財産区と協議して、当該財産区の財産又は公の施設から生ずる収入の全部又は一部を市町村又は特別区の事務に要する経費の一部に充てる

ことができる。この場合においては、当該市町村又は特別区は、その充当した金額の限度において、財産区の住民に対して不均一の課税をし、又は使用料その他の徴収金につい

て不均一の徴収をすることができる。 

４ 前項前段の協議をしようとするときは、財産区は、予めその議会若しくは総会の議決を経、又は財産区管理会の同意を得なければならない。 

５ 第３項後段の規定による不均一の課税又は徴収については、当該市町村又は特別区は、あらかじめ都道府県知事に協議し、その同意を得なければならない。 

 
 



 
第３回 高梁地域合併協議会 

 

会 議 資 料 
 

(追加) 
 
 
 
 
 
 
 

日時：平成１５年７月１８日（金）午後２時 

場所：高梁国際ホテル｢クリスタルホール｣ 

 

議  事 



(1)議決事項 

議案第 14 号 高梁地域合併協議会小委員会の設置について 

議案第 15 号 高梁地域合併協議会小委員会委員の選任について 



議案第 14号 

 

高梁地域合併協議会小委員会の設置について 

 

高梁地域合併協議会小委員会の設置について、高梁地域合併協議会規約第 10

条第１項の規定に基づき次のとおり提出する。 

 

 

記 

小  委  員  会  名 

病院・診療所等検討小委員会 

学校教育関係の検討小委員会 

 

 

  平成１５年７月１８日提出 

 
                 高 梁 地 域合併協議会 
                  会 長 高梁市長 立 木  大 夫 
 
 



議案第 15号 

 

高梁地域合併協議会小委員会委員の選任について 

 

高梁地域合併協議会小委員会の委員について、高梁地域合併協議会小委員会

規程第３条第１項の規定に基づき別紙のとおり同意を求める。 

 

 

 

  平成１５年７月１８日提出 

 
                 高 梁 地 域合併協議会 
                  会 長 高梁市長 立 木  大 夫 
 
 



高梁市長 立　木　　大　夫

有漢町長 冨士田　　　　肇

成羽町長 秋　岡　　　　毅

川上町長 宮　﨑　　孝　司

備中町長 森　﨑　　光　政

高梁市議会議長 小　川　　　　勲

有漢町議会議長 山　縣　　喜　義

成羽町議会議長 井　上　　英　男

川上町議会議長 妹　尾　　直　言

第２号委員 備中町議会議長 村　上　　信　吾

（議長及び議員） 高梁市議会議員 安　原　　幹　人 〇 〇

有漢町議会議員 湯　井　　教　二 〇 〇

成羽町議会議員 麻　田　　昌　孝 〇 〇

川上町議会議員 山　本　　栄　三 〇 〇

備中町議会議員 前　原　　訓　朗 〇 〇

高梁市 石　井　　　　保 〇

高梁市 丸　池　　宣　子 〇

有漢町 和　田　　直　樹 〇

有漢町 髙　木　　久　惠 〇

第３号委員 成羽町 吉　岡　　稔　貢 〇

（学識経験者） 成羽町 吉　井　　早智子 〇

各市町推薦 川上町 川　上　　璋　人 〇

川上町 中　山　　美　江 〇

備中町 藤　原　　幸　男 〇

備中町 中　迫　　貞　子 〇

弁護士 片　山　　邦　宏

第４号委員 ＪＡびほく組合長理事 清　水　　大　陸

（学識経験者） 吉備国際大学　教授 高　橋　　正　己

協議会選任 高梁地方振興局長 赤　木　　　　匠
男女共同参画推進セン
ター　　所長

稲　本　　和　子

構　　成　　人　　数 １０人 １０人

学校教育関係
の検討小委員
会

小委員会名

第１号委員
（首長）

高 梁 地 域 合 併 協 議 会  委 員 名 簿

病院・診療所
等検討小委員
会

氏　　　名所　属　等区　　　分
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